
目
標
値

予算要求からの
主な変更点

高校生等奨学給付金給付事業について、国が定める給付単価が見直されたことに伴い、事業費を減額

設
定
理
由

成
果
指
標

2.6職員数（人） 2.6 2.6
5

 決　算　額（B） 4,809,412

380,823

410,067

4

予算案 4,726,584

うち一般財源 298,930

2

405,367
要求

3

予算案

4,770,450

1

R４年度
目標値

予
算
額

前年度繰越 0 0

当初予算

合計（A) 4,815,508 4,917,243
要求 4,770,450

【学びの県づくり】高等学校等就学支援金の支給、高等学校奨学金等の貸与、高校生等奨学給付金の給付、高校生等学び直し支援金の支
給及び高等学校等奨学資金の貸与を実施することにより、学びの県づくりを推進。

指標の状況及び目標値　[ ↗ ：改善 、↘ ：悪化 、→ ：変化なし、―：数値なし ］

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区分（単位：千円） R２年度 R３年度 R４年度

No 成果指標

4,975,892 4,917,243
要求

単
位

R１年度
推
移

R２年度
推
移

R３年度
（見込）

予算案 4,726,584

補正予算 -160,384 

２　令和４年度事業内容

予算のポイント
・

主な取組
（予定）

✔ 授業料軽減による経済的負担の軽減
　公立高校の授業料に係る経済的負担の軽減を適正に行うことにより、教育の機会均等を図り、公立高校における修学を支援するため、対象
者36,873人に高等学校等就学支援金を支給。

✔ 学び直しへの支援
　高校等を中途退学し、再び公立高校で学び直す者に対して、高等学校等就学支援金の支給期間経過後も継続して就学支援金に相当する
金額を支給することにより、公立高校における教育に係る経済的負担の軽減を図るため、対象者108人に高校生等学び直し支援金を支給。

✔ 授業料以外の教材費等の経費に対する支援
　公立高校の教育に係る経済的負担を軽減する必要があると認められる者に対して、授業料以外の教材費、学用品費等に充てるため、対象
者4,494人に高校生等奨学給付金を支給。

これまでの
取組

高等学校等就学支援金の支給、高等学校奨学金等の貸与、高校生等奨学給付金の給付、高校生等学び直し支援金の支給及び高等学校等
奨学資金の貸与。

令和３年度
の点検結果

・
現状分析

課　　　　題 今後の方向性

・意欲や能力が高いにも関わらず、経済的に深刻な課題を抱える生徒
は進学を諦めてしまうなど教育の機会均等を得られない場合がある。
・安心して教育を受けるために、高等学校等修学費用の経済的負担を
軽減する必要があり、継続的な支援が求められている。

経済的な課題を抱える生徒も安心して教育を受けられるよう、修学費
用の負担軽減を図る施策を継続的に実施し、教育の機会均等に寄与
する。

目指す姿

経済的な課題を抱える生徒も安心して教育を受けられるよう、修学費用の負担軽減を図る施策を継続的に実施し、教育の機会均等に寄与す
る。

総合的に展開
する重点政策

5-4 若者のライフデザインの希望実現 5-5 子ども・若者が夢を持てる社会づくり

総　合　５　か　年　計　画（　し　あ　わ　せ　信　州　創　造　プ　ラ　ン　2.0　）

８つの
重点目標

～ E-mail koko@pref.nagano.lg.jp

ＤＸ、ゼロカーボン、
共生社会づくり、
学びの県づくり
に資する取組

事　業　名 高等学校生徒等経済的支援事業費
部局 教育委員会事務局 課・室 高校教育課

実施期間 S55

事業番号

１　現状と課題

15 03 02 事業改善シート （令和４年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検



15 03 02

1 高等学校等奨学金等の貸与
向上心を有しながら、経済的理由により修学が困難である高等学校等の在学者で、貸与要件に該当し
た申請者に奨学金または遠距離通学費を貸与する。【月額】(1)奨学金：公立18,000円、私立30,000円
（2）遠距離通学費：通学費等の10分の7

貸付金

5 高等学校等奨学資金貸付金（特別会計）
121,399 102,803

要求 82,930

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算
Ｒ４年度

当初予算

82,930

千円 千円 千円

1 学び直し支援金の支給

学び直し支援金の支給(1)支給要件：高等学校等を中途退学している生徒で、保護者等の地方税の課
税所得に６％を乗じ、調整控除の額を減した額が304,200円(年収910万円程度)未満の世帯の者(2)支
給金額：授業料相当額(全日制：月額9,900円 以内、定時制：月額2,700円以内、通信制：月額520円以
内)

交付金

No. 細事業を構成する主な取組 実施
方法 令和４年度　実施内容（予定）

545,307

千円 千円 千円

奨学給付金の支給(1)支給要件：国公立高等学校に在学する生徒の保護者等のうち、長野県内在住
で非課税世帯の者(2)支給金額：年額143,700円以内(教材費、学用品費、修学旅行費等相当分)

Ｒ４年度
当初予算

1

実施
方法 令和４年度　実施内容（予定）

千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施
方法 令和４年度　実施内容（予定）

4 高校生の学び直し支援事業費
3,667 3,328

要求 3,057

予算案 3,057

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算

3 高校生等奨学給付金給付事業費
516,255 583,920

要求 589,173

直接

2 高等学校奨学金等貸与事業費
18,884 21,208

要求 21,695

予算案 21,695

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算
Ｒ４年度

当初予算

1 高等学校奨学金等の貸与

Ｒ４年度
当初予算

4,073,595

千円 千円 千円

交付金

千円 千円 千円

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算

1 就学支援金の支給

事業番号 事業改善シート （令和４年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

事　業
名 高等学校生徒等経済的支援事業費 部局 教育委員会事務局 課・室 高校教育課

No. 細事業を構成する主な取組 実施
方法 令和４年度　実施内容（予定）

1 高等学校等就学支援金交付事業費
4,315,687 4,205,984

要求 4,073,595

就学支援金の支給(1)支給要件：保護者等の地方税の課税所得に６％を乗じ、調整控除の額を減した
額が304,200円(年収910万円程度)未満の世帯の者(2)支給金額：授業料相当額(全日制：月額9,900円
以内、定時制：2,700円以内等)

予算案

細事業
No.

細事業名
Ｒ２年度

当初予算
Ｒ３年度

当初予算
Ｒ４年度

当初予算

奨学給付金の給付

向上心を有しながら、経済的理由により修学が困難である高等学校等の在学者の修学の奨励貸付金

No. 細事業を構成する主な取組

No. 細事業を構成する主な取組 実施
方法 令和４年度　実施内容（予定）


